
 
 
 
 
 

 
 

潮芦屋地区のまちづくりについて 

（住民説明会の報告・フリーゾーンの土地利用に対するパブリックコメントの募集） 
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潮芦屋のまちづくり進捗状況説明会について（報告） 

 

１ 件   名  潮芦屋のまちづくりの進捗状況説明会 

２ 日   時  平成２１年２月８日(日)１０：００～１２：００ 

３ 場   所  芦屋市総合公園 会議室  
４ 参 加 者  兵庫県企業庁 ２名 

芦屋市    ２名 
自治会関係者：共同住宅(市営・分譲)７名 

戸建住宅     １５名 
係留施設付住宅   ３名 
事業者       １名 
その他地域     １名 

合計２７名 

５ 説明会開催   潮芦屋のまちづくりの進捗状況や，今後予定されている土地利用について 

の趣旨    都市計画の手続きに入る前に地元自治会に説明を行い，意見を聴いた上で進

める必要があると判断し，自治会関係者等の団体に対して説明会を行った。 

 

６ 説明会の内容 

 《兵庫県企業庁から説明概要》 
  ◎南芦屋浜の埋立から現在に至るまでの事業の概要説明 
  ◎現在土地利用が確定している部分の説明（特別支援学校，住宅分譲の状況等） 
  ◎センターⅡ期の商業施設，開業予定の説明 
  ◎フリーゾーンの計画（滞在型施設・ランドマークとなる施設を誘致するため事業コンペを

今後行う予定） 
  ◎公共施設の事業予定（道路，公園・緑地等） 
 

《 自治会関係者からの主な意見・要望等 》 

●住民がいつでも無料で使える集会所(自治会館的なもの)を造ってほしい。 

●住み始めた当初と現在は土地利用が企業庁の都合でどんどん変っている，土地利用がどう

変ったか，今後どうなるのか変更点を資料で提示してほしい。 

●住民の意見を取り入れてまちづくりを進めてほしい。(委員会等に住民代表を参加させてほしい) 

●違法駐車・花火・ゴミ・釣り客等の問題の解決に至急取り組んでほしい。 

●以前のパンフレットの土地利用で戸建て住宅となっていたのが，住宅となっている。マン

ションも含まれる。変っているのは納得できない。（Ｄゾーン，ＨＦゾーン） 

●滞在型の施設とはどんなものか，高層のものになるのではないか，フリーゾーンの土地利

用で一時利用者のための高い施設を建てるのは反対する。六甲おろしの影響で，船の航行

にも影響がでる。 

●フリーゾーンの容積率を条件付きで２００％を超えるようなことはしないでほしい。 

●滞在型リゾート施設というのは企業庁から出た話で，すでに業者も前提で知っているので

はないか，住宅部分の計画もフリーゾーンもグレーゾーンではないか！ 

●説明を住民にしたということで，計画を進めてしまうことが一般の開発ではよくある，我々

住民の意見を聴いてまちづくりを進めてほしい。 
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潮潮芦芦屋屋ののママリリーーナナ（（フフリリーーゾゾーーンン））土土地地利利用用のの市市民民意意見見募募集集（案）  

  

潮芦屋地区は兵庫県の企業庁及び芦屋市でまちづくりを進めていますが、センター地区・マリーナ地区は

潮芦屋地区の地域核として機能させるため、商業施設の立地などを位置付けています。これから土地利用が

進められていく予定のフリーゾーンについて、兵庫県企業庁から潮芦屋プランに基づいた土地利用案が示さ

れましたので、市民のみなさまからのご意見を募集します。 
 

【パブリックコメントの概要】 

土地利用について 

意見募集する区域 

及び 

土地利用案の概要 
 
(詳細は次ページ) 
 

 

募集期間 ●平成２１年４月１３日(月曜日)から５月１２日(火曜日)まで 

提出方法 

●住所・名前・年齢・性別と意見の内容をご記入の上、郵送、ファックス、電子メールで

提出してください。 
※電話または窓口での口頭による意見は受け付けていません。 
●様式は自由ですが、参考様式をホームページでご用意していますのでご利用ください。

いただきました 

ご意見の取扱い 

①提出されたご意見については、住所、氏名などの個人情報を除き、公表する場合があり

ます。 
②いただいたご意見に対し、提出された方への個別の回答はいたしません。 
③提出いただいた原稿等はお返しいたしません。   

意見の公表 ●ご意見は、市の見解とともにホームページ等で公表（氏名等は非公表）する予定です。

提出・問合せ先 

〒６５９－００８７ 
芦屋市精道町７番６号 
芦屋市役所 都市環境部 都市計画課 
電話：０７９７－３８－２０７３（直通） 
FAX：０７９７－３８－２１６４ 
メール：info@city.ashiya.hyogo.jp 

フ
リ
ー
ゾ
ー
ン 
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潮芦屋地区フリーゾーンにおける土地利用の考え方 

 
１．上位計画における潮芦屋地区の土地利用方針や位置付け 

【芦屋市総合計画：南芦屋浜(潮芦屋)地区全体での位置付け】 

《暮らしやすく質の高い市街地の形成⇒政策の展開⇒市街地の整備》 

・南芦屋浜地区では、民間活力の導入を図りながら、マリーナを核に、ウォーターフロントを生かした

住宅・商業・文化・海洋性レクリエーション等の複合機能を持ち、防災・福祉・環境にも配慮した本

市の新しい地域イメージを生み出すような新市街地の整備を進めていきます。 
 
【芦屋市都市計画マスタープラン：センター・マリーナ地区の位置付け】 

《全体構想⇒目指すべき都市像⇒将来の都市構造⇒都市拠点⇒地域核》 
 ・南芦屋浜地域のセンター地区は、「中心核」の機能を補完し、地域における市民生活の中心となる「地

域核」として位置付けます。これら「地域核」は、地域コミュニティを活性化させ、市民による地域

の個性を生かしたまちづくりを支える中心的機能を果たすことから、多様な活用を検討します。 
《全体構造⇒まちづくりの整備方針⇒土地利用方針⇒土地利用配置方針》 

・南芦屋浜地域のセンター地区を商業地とします。今後、新しい市街地が形成される南芦屋浜地域では

必要なものが身近にあって、歩いて暮せるように、センター地区に地域の核となる商業地を配置しま

す。また、マリーナと潮芦屋ビーチ(人工海浜)を海洋レクリエーション地として位置付けます。 
《地域別構想⇒南芦屋浜地域のまちづくり方針⇒土地利用の方針⇒商業系の土地利用方針⇒ﾏﾘｰﾅ用地》 

・海浜レクリエーションゾーンとしてマリーナが整備されることに伴い、カフェやレストラン、物品販

売店などマリーナ関連施設のための用地として活用します。また、ホテル、ウェディング施設、スパ、

フィットネス等の整備・誘致により、阪神間随一のシティリゾートの形成を図ります。 
 

２．潮芦屋プランに基づく土地利用(フリーゾーン関係抜粋) ※兵庫県企業庁策定 

《まちづくりの理念とコンセプト》 

 （理念）      （メインコンセプト）     （コンセプト） 

⇒ 国際文化住宅都市「芦屋」の魅力溢れるまち

 
多世代循環型の

交流と賑わいの

あるまちづくり 
⇒ 魅

力 

個性に乏しい画一的

なまちづくりから人

間サイズのまちづく

りへ ⇒ 水辺や海辺を活かした新しい交流とふれあ
いが広がるまち 

 
《まちづくりの戦略展開事業》 

コンセプト 戦略展開手法 

魅力 新しい交流とふれあいが広が

るまち 
マリーナのあるまちづくり 

 
《マリーナのあるまちづくり》 

 

《商業サービス施設の配置（フリーゾーン）》 

・マリーナの良好な景観を活かし、滞在型で潤いと憩いの施設を誘致するエリアと、緊急時には耐震強

化護岸を活用できるエリアが共存するゾーンの形成を目指す。 

市民に開かれたマリーナを介して、居住者と来訪者との交流と新しい都市活動が生まれる多様な機会

を提供する。 
【マリーナをきっかけとした交流の場づくり】 
・海に関連したイベントの開催 
・マリーナの雰囲気を楽しめる飲食施設などをマリーナ沿いに誘致 
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３．フリーゾーンにおける土地利用について 

上位計画や潮芦屋プランに基づき、兵庫県企業庁から以下の土地利用案の提出があり、今後みなさまか

ら頂いたご意見をもとに市の素案を作成し、県・市で都市計画変更の手続きを行い土地利用が確定された

あと、企業庁による事業提案コンペによりまちづくりが進められる予定です。 
 
《兵庫県企業庁の土地利用案》 

フリーゾーンの 

整備方針 

 

マリーナやセンターゾーンと一体となり、都市部に近接する貴重な海洋性レクリエーショ

ンの場として、海を取り込んだ活気のある都市空間を形成するゾーンであり、滞在型で潤い

と憩いの施設を誘致する。 
質の高いサービスを有する高級なマリーナを有効に活用し、周囲が海という眺望資産を最

大限に活かした憩いのある施設の誘導を目指すとともに、マリーナの景観と一体感をもち、

まちの任意の点から臨むことができつつ、海や山など遠方からはランドマークとなる施設の

誘導を目指す。 
また、緊急時には耐震強化護岸を活用できる施設配置についても検討する。 

フリーゾーンの 

区域面積 
全体面積 約４．０ｈａ（滞在型施設等の用地・マリーナ関連施設用地・護岸敷き等） 

土地利用(案) 

Ａ部分：潮芦屋地区のランドマークとなる滞在型施設やマリーナ関連商業施設用地 
（例：ホテル・マリーナ関連の店舗等が考えられます） 

 
Ｂ部分：マリーナ関連施設用地 （例：ボート置場の拡張用地等）  

都市計画の種類 現 状 企業庁案 

用 途 地 域

(建築物の種類制限)

第１種住居地域 

建ペイ率  ６０％ 

容 積 率 ２００％ 

 

 

 

近隣商業地域 

建ぺい率  ８０％（Ａ，Ｂ部分） 

容 積 率 ３００％（Ａ部分） 

容 積 率 ２００％（Ｂ部分） 

※滞在型施設や商業施設を誘致するた

め用途地域を変更。 

高 度 地 区

(建物の高さ制限) 
なし なし 

防火・準防火地域

(火に強い建物構造)
なし 

準防火地域 

※火災の延焼を防ぐため指定。 

土地利用を進めるため 

必要な都市計画(案) 

地 区 計 画

（地区整備計画 

の区域に追加）

周辺環境やよりよい景観の形成を図るため、建物の用途、壁面後退、

高さ制限などの、まちづくりのルールを検討していく。 
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